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日本における不払残業時間の実証的研究について

先行研究と今後の検討課題

水 野 谷 武 志

１．は じ め に

本稿の目的は，第１に，不払残業問題に関

する実証的な先行研究の到達点を確認し，第

２に，この問題における理論的検討の主な論

点を先行研究から簡単にまとめた上で，今後

の実証的研究における残された課題を示すこ

とである。ここで不払残業とはいわゆるサー

ビス残業のことで，早出，居残り残業，持ち

帰り残業などの所定内労働時間（就業規則に

定めてある休憩時間を除いた始業から終業ま

での時間）を超えて働いた部分のうちで正当

な残業手当が支払われていない残業労働のこ

とをいう。本稿では，サービス残業という言

葉が使用されている文献を引用するとき以外

はなるべく不払残業という言葉で統一するこ

とにしたい。

日本の長時間労働およびそれに伴う過労

死・過労自殺の問題は，バブル景気で国際的

にも突出した経済規模を獲得する一方で国民

が生活の豊かさを実感できないでいた1980

年代後半から議論されてきたが，1990年代

の経済不況をはさんで，この問題の解決は

21世紀に持ち越された。2003年６月11日に

厚生労働省から発表された調査報告書「脳・

心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状

況」によると，過労死の労災認定件数は

2002年度に過去最高の160件に達した 。そ

して過労死・過労自殺を引き起こす日本の長

時間労働を構成する大きな要素の１つが不払

残業時間であることは周知の事実であるが，

これについても未解決のままである。不払残

業および長時間労働の是正に向けた行政機関

の動きとしては，2001年４月６日の厚生労

働省通達「労働時間の適正な把握のために使

用者が講ずべき措置に関する基準」や，2002

年２月12日の労働基準局長通達「過重労働

による健康障害防止のための総合対策につい

て」などがあった。しかしその成果は必ずし

も芳しくなく，労働基準監督署によるサービ

ス残業是正指導件数は2002年に過去最高に

のぼり，また2003年には，大手企業の「武

富士」や「中部電力」で大規模な不払残業分

賃金未払いとその支払が発表された。このよ

うな現役労働者の間で働き過ぎの傾向がある

一方で，特に若年層で深刻な失業問題が現代

の日本社会では共存している。また，このよ

うな厳しい雇用情勢を反映してか，現役労働

者の中でも短時間労働者と長時間労働者が増

加する労働時間の二極化が進行している可能

性が示唆され（水野谷2004），賃金・労働時

間法制度の規制緩和や非正規雇用の増加に

よって現役労働者の間に雇用不安が広がって

いる。現役労働者の不払残業時間や雇用不安

を減らして，ILOが21世紀の課題として掲

げ て い る ディーセ ン ト ワーク（decent
 

work)：「権利が保護され，十分な収入を生
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1 最新の2003年度における労災認定件数は157

件で，依然として高い水準にある。



み，適切な社会保護を供与された生産的な労

働」を日本社会全体としてどのように作り出

して分かち合うことができるのか。これはグ

ローバル経済化の中で日本社会が直面してい

る大きな課題でもある。

このような重要な社会的課題にかかわる不

払残業時間に関する研究は決して十分に行わ

れているわけではない。研究の出発点として，

統計による分析や実態調査による研究が有効

であると考えられるが，そのような実証的研

究は少ないし，調査方法自体も定まったもの

があるわけではない。本稿は，不払残業時間

に関する先行研究をまとめることによって，

不払残業時間および労働時間問題研究のより

一層の発展を目指すための一作業としたい。

２．不払残業時間における実証的先行

研究の到達点

2.1 不払残業時間と労働時間統計

日本における労働時間の実態を把握する上

で，日本全国を調査対象とし大規模かつ継続

的な調査にもとづいて生産される政府統計の

利用は欠かせない。代表的な労働時間統計に

は，厚生労働省が毎月実施する「毎月勤労統

計調査」(以下「毎勤」）と総務省統計局が

毎月実施する「労働力調査」(以下「労調」）

がある 。「毎勤」は事業所が申告する事業所

調査による統計である一方で，「労調」は個

人が申告する世帯調査による統計であるのが

大きな違いである。また「毎勤」は月間労働

時間を，「労調」は週間労働時間（正確には

月末１週間の労働時間）を調査している。近

年では，「毎勤」の労働時間統計には事業所

申告であるために不払残業時間がふくまれえ

ず，労働者が実際に働いている時間から乖離

している問題が指摘され，それに代わって，

個人が申告した「労調」の労働時間統計の方

がより実態に近いことが一般的な理解となっ

てきた。

不払残業時間の存在については，研究者の

間ではもちろんのこと，広く一般大衆の常識

として日本では古くから認識されていた。そ

れは労働時間を専門とする数少ない研究者の

１人である藤本武による指摘にもみられる

（藤本1963）。藤本は，「サービス労働」とい

う言葉を使い，それが戦後長い間の慣行であ

り，戦後の労働組合運動によって減少したも

のの，小工場や組合がない工場では依然とし

て「サービス労働」が多くあると指摘してい

る（藤本1963,pp.82-83）。ただし，「サービ

ス労働」の指摘でとどまり，それがどれくら

いの規模なのか数量的に把握しようとはして

おらず，さらに，藤本の一連の研究では，労

働時間統計として「毎勤」が主に利用されて

いる。藤本に限らず，多くの研究者および政

府関係機関は，不払残業問題を多かれ少なか

れ認識しながらも，「毎勤」の労働時間統計

を多く利用してきた。最近ではこれが見直さ

れ，労働時間統計として「毎勤」だけでなく

「労調」の利用が必須となってきた。しかし，
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2 賃金，労働時間，雇用の変動を明らかにするこ

とを目的に，常用労働者５人以上の約1900万事

業所（1996年および1999年の「事業所・企業統

計調査」）を対象として，そこから抽出した約３

万３千事業所を調べる標本調査である。この他に，

常用労働者５人未満の零細事業所を対象として年

１回実施される「毎月勤労統計特別調査」がある。

3 就業および不就業の状態を明らかにすることを

目的に，日本に在住する全人口を対象として，そ

こから抽出した約４万世帯を調べる標本調査であ

る。なお，2002年１月調査からは，就業及び不

就業の状態を詳細に調査するために年１～２回実

施されてきた「労働力調査特別調査」と統合され

た。

4 労働時間に関するこの他の政府統計として，総

務省統計局「就業構造基本統計調査」，厚生労働

省「就労条件総合調査」（旧「賃金労働時間制度

等総合調査」），厚生労働省「賃金構造基本統計調

査」，総務省統計局「社会生活基本調査」などが

ある。
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不払残業時間がふくまれない「毎勤」だけに

依拠した労働時間の把握が依然として存在し

ている。特にここで問題にしたいのは，国民

および国際社会への影響が大きい政府関係機

関の労働時間に対する認識である。日本政府

が1980年代後半から策定してきた経済運営

計画の中でうたわれてきた年間1800労働時

間への短縮目標や，各省庁が発行する白書類

（特に関係するのは『厚生労働白書』）におけ

る労働時間の実態把握については，「毎勤」

だけが使われている。さらに問題であるのは，

国際労働機関（ILO）の編集する国際労働統

計 に報告される日本の統計が「毎勤」にも

とづいていることである。不払残業時間をふ

くまない実際の労働時間よりも過小な「毎

勤」を利用した労働時間の把握は，日本国民

および国際社会に向けても，日本の労働実態

を見誤らせかねない。

過労死・過労自殺問題について精力的に活

動している弁護士の１人である川人博の言葉

を借りれば，研究者が「毎勤」を利用して日

本の労働時間を認識することは，医者が高熱

の患者を平熱と認識（誤診）するのに等しい

（川人1992,pp.154-155）。筆者をふくむ研究

者側および政府関係機関はこの言葉をもっと

重く受け止めるべきである。

2.2 政府統計による不払残業時間の推計

「毎勤」の労働時間統計に不払残業時間が

ふくまれないという批判から一歩進めて，

「労調」から「毎勤」の労働時間統計を差し

引きすることで，不払残業時間を積極的に推

計する研究が1990年代に入って見られるよ

うになった。その先駆けが小野（1991）で

あった。小野は，「労調」と「毎勤」の労働

時間を1990年６月分の統計において比べ，

「労調」に対する「毎勤」の倍率を非農林業

において約1.1倍と算出し，「毎勤」から計

算された年間労働時間にこの1.1を掛け合わ

せた値が実際に働いた労働時間であるとした。

森岡（1995）は，一般労働者（フルタイム労

働者）の年間実労働時間について「毎勤」と

「労調」から推計し，1993年では年間441時

間が不払残業時間であると指摘した。また，

労働時間統計として「毎勤」をそれまで主に

使ってきて政府関係機関からも不払残業時間

についての指摘が見られるようになった（経

済企画庁国民生活局1991，通商産業省産業

政策局1992）。特に，経済企画庁経済研究所

が編集する雑誌『経済研究』第133号（1994

年１月）では，「毎勤」や「労調」をはじめ，

民間研究所や労働組合による各種統計資料を

駆使して労働時間，および勤労者の立場から

見た幅広い労働問題（健康状態，過労死，労

災補償，医学的見地から労働負担，等）の実

態を分析した同研究所研究員の徳永の研究が

注目された（徳永1994）。そこでは「労調」

と「毎勤」から計算した年間総労働時間と両

統計の差を1955年から1992年まで図示した

り，1992年については同様の比較を産業別

に分析したりしていて参考になる。最近では，

水野谷（2001）が，「労調」と「毎勤」から

推計した日本の不払残業時間を，1993年

データにおいて，ドイツ，イギリス，アメリ

カ合衆国，カナダの不払残業時間統計（ただ

しアメリカ合衆国については基本的に日本と

同様の方式による推計値）と比較した研究が

ある。

日本における不払残業時間の実証的研究について(水野谷)

5 ILOが1999年から刊行し始めた労働統計の国

際比較統計書であるKey Indicators  of  the
 

Labour Market（KILM）にもとづいて米国の年

間労働時間が日本よりも長くなったことがこれま

でメディアで取り上げられてきた（米国では，

The New York Times, Sep. 1, 2001, The Wa-

shington Post,Sep.4,2001，日本では，『日本経

済新聞』2001年９月７日，『赤旗』2001年９月６

日を参照）。しかし，ILOが日本のデータに使用

しているのは「毎勤」なので，この比較は不適切

である。
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2.3 2002年の不払残業時間の推計値と推計

における問題点

これまでみてきた不払残業時間の推計方法

を参考に，現時点で最新（2002年）の年間

不払残業時間を産業別に推計したのが表１で

ある。ここから読み取りうるのは，第１に，

産業によって不払残業時間の差が大きいこと，

第２に，女性にくらべて男性の不払残業時間

が長いこと，第３に，男性の中では，「卸

売・小売業，飲食店」と「金融・保険業」が

長く，「鉱業」，「電気・ガス・熱供給・水道

業」，「製造業」が短いこと，第４に，女性で

は「卸売・小売業，飲食店」，「金融・保険

業」が長く，「不動産業」，「建設業」，「鉱業」

が短いこと，等である。これらの点について

その背景や原因については，後述する推計に

おける問題点が多く存在することから，容易

には述べることが出来ないが，いくつかは類

推できよう。第１点目については，産業に

よって働き方が異なることが当然考えられよ

う。第２点目については，女性に比べて男性

の総労働時間自体が長く，また正規労働者の

占める割合も高いことから，男性の方が不払

残業時間は長くなる。第３点目については，

「金融・保険業」における不払残業時間の多

さやはこれまで多く指摘されてきている（例

えば川人1991,pp.99-100や森岡1995）。「電

気・ガス・熱供給・水道業」で不払残業時間

が少ないのは，この産業では労働組合のある

比較的規模の大きな企業が多く，また総労働

時間自体が短いためであろう。第４点目につ

いては，いろいろ推測はできるが推計上の問

題とも大きく関わるのでここでは控えたい。

また女性の「不動産業」で推計値が非常に短

くなっている理由は不明である。

ここで推計した2002年の値も先行研究で

みてきた不払残業時間もあくまでも推計値で

あり，しかも，調査方法や目的の全く違う２

表1 主な産業別雇用者の平均年間労働時間および不払残業時間推計値―2002年

毎月勤労統計調査

労働力調査
不払残業時間

推計値総実労働時間

(所定内＋所定外) 所定内労働時間 所定外労働時間

ａ)

男性

ｂ)

女性

ｃ)

男性

ｄ)

女性 男性 女性 男性 女性

ａ)-ｃ)

男性

ｂ)-ｄ)

女性

鉱業 2362 2044 2077 1913 1934 1859 143 54 285 131

建設業 2498 1914 2076 1784 1945 1740 131 44 422 129

製造業 2419 1950 2053 1740 1852 1662 202 78 366 210

電気・ガス・熱供給・水道業 2169 1908 1872 1710 1728 1651 144 59 297 198

運輸・通信業 2571 1846 2124 1625 1868 1531 256 94 447 221

卸売・小売業，飲食店 2529 1716 1874 1402 1786 1367 89 35 655 314

金融・保険業 2539 1987 1891 1704 1764 1622 127 82 648 283

不動産業 2435 1716 1991 1697 1865 1621 126 76 444 19

サービス業 2362 1893 1897 1648 1766 1589 131 59 465 245

注：労働力調査による平均年間労働時間は，非農林業雇用者の週間就業時間を52.1（365/7）倍して計算した。毎
月勤労統計調査の年間労働時間は，事業所規模５人以上，調査産業計の常用労働者一人平均月間労働時間数
を12倍した。

出所：総務省統計局「労働力調査」2001年調査結果，厚生労働省「毎月勤労統計調査」2001年調査結果。データ
は以下の各省のウェブサイトから入手した：
総務省統計局：http://www.stat.go.jp/data/roudou/2.htm
厚生労働省：http://wwwdbtk.mhlw.go.jp/toukei/kouhyo/indexkr-1-4.html
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つの統計を単純に差し引いた数字であるとい

う点で，この２つの統計の調査方法の違いに

ついてよく吟味しておかなければならない。

先行研究の中でも指摘されている部分が多い

が，ここでは考えられる問題点を改めて整理

してみたい。

表２は，２つの統計の調査方法について注

意すべき点をまとめたものである。②（表２

中の通し番号，以下①，③～⑧も同様）につ

いては，世帯調査である「労調」では回答す

る世帯員には小零細である５人未満規模の事

業所で働く労働者が含まれる。小零細事業所

はそれより大きい規模の事業所よりも労働時

間が長いと考えられるので，小零細事業所を

ふくまない「毎勤」の労働時間は全事業所規

模の労働時間よりも短めに出るはずである。

③については「労調」の調査期間が月末１週

間なので，業種によっては通常週よりも繁忙

期で労働時間が長めに出る可能性がある。④

については，「労調」の労働時間には副業も

ふくめたすべての労働時間が回答されている。

⑤と⑥は他の休んだ日をふくまない週の労働

時間に比べて過小となってしまう。⑦と⑧に

ついては統計の正確性を見極めるうえで重要

な問題であり，したがって不払残業時間推計

値に与える影響も重大である。しかし具体的

にどのような影響を与えうるかは現時点では

不明であり，今後の研究課題として残されて

いる 。この他に注意すべき点は，①「毎勤」

には労働時間が相対的に短いと考えられる公

務員がふくまれていないこと（ただし，産業

別で不払残業時間を推計すればこの問題はひ

とまず回避される），両統計には正規雇用者

とパート労働者を中心とする非正規雇用者が

区別されていないこと（正規雇用者の方が不

払残業時間は長いと予想される），である。

表2「毎勤」と「労調」による労働時間を比較する際の注意点

調査方法における留意点
実際の労働時間（全雇用者平均）よ

りも過大／過小である可能性

「毎勤」

・労働時間定義＝事業者が申告する

実労働時間＝支払のあった労働時

間

・労働者定義＝常用労働者

①労働時間の短い公務員がふくまれ

ない

過大（公務員の労働時間は一般に，

他の産業に比べて短いため）

②労働時間の長い５人以下規模の事

業所がふくまれない

過小（小零細事業所の労働時間は一

般に，中大規模事業所に比べて長い

ため）

「労調」

・労働時間定義＝世帯員が申告する

実労働時間

・「毎勤」に合わせて，労働者定

義＝雇用者とした場合

③調査期間が月末１週間で繁忙期で

ある

過大

④副業をふくむ 過大（仕事あたりの労働時間で見た

場合には過大）

⑤調査期間に祝祭日がふくまれる月

がある

過小

⑥調査期間に年休や欠勤日数がふく

まれる可能性がある

過小

⑦個人による回答が不正確な記憶に

もとづいている

過大／過小は不明

⑧標本数が比較的少ない（約10万

人）

過大／過小は不明

6 米国では，日本の「労調」に類似の調査（cur-

rent population survey）で申告される労働時間

が申告者の不正確な記憶にもとづいているために，

しばしば実際に働いた労働時間よりも過大に申告

されうることを，生活時間調査による労働時間

データとの比較によってすでに主張されている。

この主張については論争が続いている。

Mizunoya（2001），三富（2003）を参照。
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以上のように「労調」と「毎勤」による労

働時間には，実際の労働時間よりも過小ある

いは過大となりうる多くの要因があるので，

「毎勤」と「労調」の差によって計算される

不払残業時間推計値が過大あるいは過小であ

るかは一概に判断できない。したがって，相

当な幅を持ってこの推計値を利用しなければ

ならないだろう。しかし重大な社会問題であ

る不払残業時間についての政府統計が現時点

で存在しない以上，２つの調査統計の定義，

つまり表２であげた①から⑧の点について可

能な限り調整させて推計する試みはしばらく

は積極的に評価されるべきと筆者は考える。

とはいえやはり推計に頼るのではなく，実際

に不払残業時間を組織的・継続的に調査する

ことが，この不払残業問題，またそれはとり

もなおさず長時間労働問題を正確に把握しそ

の改善を探るために必要であることは言うま

でもない。

2.4 労働組合・研究所などの不払残業調

査・研究

政府統計に頼ることなく，労働組合や研究

所は小規模調査ながら不払残業時間を調べて

きた。筆者が知る限りでのこれまでの調査研

究の概要を一覧表にしたのが表３である。こ

の表から注目される点は，第１に，労働者１

人平均の不払残業時間はおおよそ月間

10～20時間で，男性の方が女性よりも長い，

第２に，労働者の中で不払残業労働を行う頻

度（全くしない労働者から頻繁にする労働者

まで様々）が異なること，したがって第３に，

不払残業労働を行った労働者だけの集計値で

みると全労働者１人平均値よりもかなり長く

なること，第４に，パートタイム労働者にも

不払残業時間が少なからず存在し，パートタ

イム労働者の多数を占める女性の不払残業労

働頻度が男性よりも上回っていること，であ

る。表では示さなかったが，連合の調査研究

では，職種別に不払残業時間を集計しており，

それを見ると，比較的短いのは生産労働者，

長いのは営業・販売・サービス労働者や事務

労働者や専門・技術労働者である。

2.5 2000年世田谷生活時間調査による不払

残業時間と生活時間

この生活時間調査は，東京都世田谷区在住

の雇用労働者夫妻 を調査対象とし，公募に

よって調査協力者を募り，146組の調査協力

夫妻（有効回答129組，有効回答率88％）

に対して実施された。調査期間は2000年10

月１日から31日までである。この調査は，

夫妻共通の基礎的な属性について尋ねる世帯

調査票，生活時間調査票（平日と休日の各１

日＝24時間の行動を夫と妻それぞれが記

入），生活に関連する諸問題についての付帯

調査票（環境，家事・育児・介護，社会的活

動，労働時間，定年後の地域社会とのかかわ

り，について夫と妻それぞれが記入），から

構成される。なお，この生活時間調査は，伊

藤セツ，天野寛子，大竹美登利を中心とした

家政学グループによって1975年から５年毎

に東京都内で実施されてきた調査研究の一環

であり，筆者は1995年と2000年に東京都世

田谷区で実施された調査に参加した。

7 この生活時間調査結果にもとづく不払残業時間

研究については，社会政策学会第100回大会

（2001年５月25-26日，中央大学）ですでに報告

している（報告タイトル：生活時間調査による収

入労働時間および不払い労働時間の実態へのアプ

ローチ― 世田谷1995，2000年調査より）。本稿

では新たに，１組の調査協力夫妻を事例として紹

介する。2000年調査の生活時間に関する調査方

法および主要な調査結果については水野谷他

（2002）を参照。

8 夫と妻の組による調査によってこそ生活時間に

おけるジェンダー関係の矛盾が捉えられるとの観

点から，①夫がフルタイム雇用者で妻もフルタイ

ム雇用者，②夫がフルタイム雇用者で妻がパート

タイム雇用者，③夫がフルタイム雇用者で妻が無

業者，という３つの型が典型的な雇用労働者夫妻

として設定されている。
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表3 主な不払残業調査研究の概要

調査機関 調査対象・方法 調査期間

連合総合生活開発研

究所

連合の624労働組合，5125組合員。有効回答413組合，3433

組合員。

1990年11-12月

全労働省労働組合 18組合支部の取組みによるアンケート調査。2384人の調査票

を回収。

1990年11月-

1991年３月

リクルートリサーチ 首都圏50kmに在住する20-49歳の民間企業・官公庁勤部の

男性3054人。エリアサンプリングによる訪問留置法。

1992年11月９-

24日

大東京火災 東京・名古屋・大阪に居住する20-59歳の既婚男性雇用者。有

効回収1000名。エリアサンプリングによる自記式留置法。

1990年１月31日-

２月20日

伊藤セツ，

天野寛子ら

東京都世田谷在住のフルタイム共働き夫妻79カップル。調査

協力者を公募した上で，郵送調査。

1995年10月16日-

11月４日

伊藤セツ，

天野寛子ら

東京都世田谷区在住の常勤の夫115人，常勤の妻37人。調査

協力者を公募した上で郵送調査。

2000年10月１-

31日

新日本婦人の会 会員およびその家族等。有効回答数は47都道府県の2853人。 2000年９月１-30日

連合 連合組合員。単組および地方連合会による調査票の配布・回収。

有効回収調査票数25029（有効回収数56.9％）。

1998年６月

連合 連合組合員。単組および地方連合会による調査票の配布・回収。

有効回収調査票数25364（有効回収数57.6％）。

2000年６月

連合 連合組合員。単組および地方連合会による調査票の配布・回収。

有効回収調査票数23260（有効回収率53.0％）。

2002年６月

連合総合生活開発研

究所

㈱インテージの調査モニターの首都圏，中京圏，関西圏に在住

する正規雇用者1003名を抽出。有効回答数735名。

2001年11月

全国労働組合総連合

パート・臨時労組連

絡会

パート・臨時・非常勤・派遣等の組合員およびその同僚・友人

など。有効回答数（回収率）は組合員6369（43.9％），組合未

加入者7963（13.3％）。

2001年11月-

2002年３月末

森岡孝二（1995），130頁参照。
注：この表の上から４つ目までの調査は，森岡(1995)pp.129-136で紹介された。残りの調査は筆者が付け加えた。
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表3 主な不払残業調査研究の概要（つづき)

主要な調査結果 報告書

月間平均残業時間（支払および不払）は28.8時間。

森岡（1995) は，この値と「毎勤」の所定外労働時

間（13.3時間）の差から不払残業時間を15.5時間と

推計した。

連合総合生活開発研究所（1991.3）『所定外労働時間

の削減に関する調査研究報告書（労働省平成２年委託

調査）』

月間サービス残業時間は，10時間未満が男性44.2％，

女性35.7％，10-20時間が男性22.6％，女性20.2％。

全労働省労働組合（1990）『資料 全労働』No.

234（第20回労働行政研究活動推進要綱）pp.83-94，

全労働省労働組合（1992）『資料 全労働』No.

242（第20回労働行政研究中央報告）pp.178-211

不払残業時間を含む月間平均残業時間は31.2時間。 リクルートリサーチ（1993）『首都圏ビジネスマンの

転職実態調査1992』

不払残業時間を含む月間平均残業時間は30.5時間。 大東京火災（1992）『東京・大阪・名古屋のサラリー

マン100人に聞く 現代ビジネスマンの「ゆとりの実

感」』

週間平均不払残業時間は，夫６時間，妻１時間。 伊藤セツ・天野寛子・李基栄（2001）『生活時間と生

活意識―東京・ソウルのサラリーマン夫妻の調査か

ら』光生館

週間平均不払残業時間が，夫６時間40分，妻２時間。 水野谷武志（2001.5.26）「生活時間調査による収入労

働時間および不払労働時間の実態へのアプローチ―世

田谷1995,2000年調査より」（社会政策学会第102回

大会発表配布資料）

月間平均不払残業時間の分布は，10時間未満が

45.6％，10-30時間が25.6％，30-100時間が29.7％。

新日本婦人の会（2001）「私の，家族の９月のサービ

ス残業いっせい調査の結果について」『女性＆運動』

４月号，pp.50-58

1998年６月の平均サービス残業時間（およびサービ

ス残業を１時間以上した人の平均時間）は，男性

11.1（29.3）時間，女性7.0（20.0）時間。

連合（1999）『れんごう政策資料』No.115（2002年連

合生活アンケート調査報告）

月平均のサービス残業の有無について，「頻繁にして

いる」18.9％，「月の半分くらい」4.7％，「たまには

している」30.1％，「ほとんどしていない」40.2％，

「わからない」3.9％，「N.A.」2.3％。

連合（2001）『れんごう政策資料』No.130（2002年連

合生活アンケート調査報告）

2002年６月の平均サービス残業時間（およびサービ

ス残業を１時間以上した人の平均時間）は，男性９

（30.5）時間，女性5.4（20.5）時間。

連合（2003）『れんごう政策資料』No.143（2002年連

合生活アンケート調査報告）

平日１日の平均実労働時間は，男性９時間28分，女

性８時間７分，うち賃金の支払対象とならなかった時

間は，男性１時間11分，女性33分。

連合総合生活開発研究所（2002.3）『「働き方の多様化

と労働時間等の実態」に関する調査研究報告書（厚生

労働省平成13年度委託調査）』

サービス残業について，女性は「よくしている」

13.7％，「時々」23.8％，「まれに」17.9％，「しない」

37.8％，「N.A.」6.7％。男性はそれぞれ，13.1％，

17.2％，11.9％，49.0％，8.8％。

全国労働組合総連合パート・臨時労組連絡会

（2002.10）『パート・臨時などではたらくみんなの実

態アンケート調査報告書』

― ―8 北海学園大学経済論集 第52巻第１号(2004年６月)



不払残業時間は，付帯調査票の労働時間に

関する箇所で，１日の所定内労働時間，所定

外労働時間，不払残業時間の３種類を１週

間＝７日間にわたって時間帯別調査票に記入

してもった。１週間の不払残業時間をふくめ

た労働時間についてのこのような形式による

調査は，日によって異なる働き方の様子を捉

えられる点でユニークである 。加えて，不

払残業時間の調査票は，生活時間調査票と一

緒に回答されるので，同一調査協力夫妻の不

払残業時間調査データと生活時間調査データ

をつなげてその関係を検討することができる。

これも他の調査研究にはない特徴である。こ

のような独自性のある調査方法にもとづいて，

不払残業時間に関する調査結果を事例と平均

値の両面から紹介・検討したい。

調査結果―事例（表４および添付資料１

～４）：不払残業時間に関する調査票および

生活時間の調査票の具体的なイメージを示す

こともふくめて，本稿の最後に調査協力夫妻

のうち例として１組（世帯番号33）の回答

を添付資料として掲げ，この事例を通して不

払残業時間をふくめた１週間の収入労働時間

の様子と１日の生活時間との関連について検

討したい 。この夫妻の基本的な属性は表４

のとおりである。夫の特徴について，１週間

の収入労働時間（添付資料１）では，午後６

時以降サービス残業となっていること，曜日

によって労働時間の終了時間が異なること，

生活時間（添付資料２）では，「勤務」以外

ではまとまった行動がまったく取れていない

こと，したがって，妻や子供と一緒に過ごす

時間がほとんどないこと，それでも朝にはほ

んの少しだが「食事の準備，後片付け」や

「育児」（保育園送り）をしていること，全体

的に行動の種類が妻にくらべて少ないこと，

があげられる。一方の妻の特徴について，１

週間の収入労働時間（添付資料３）では，夫

とは対照的に月～金曜までいわゆる９時５時

の規則正しい勤務であること，不払をふくめ

た残業がまったくないこと，生活時間（添付

資料４）では，朝は夫よりも１時間早く起き

て，家事と育児をこなしていること，夕方も

同様に家事と育児を一手に引き受けているこ

と，全体的に行動の種類が夫にくらべて多様

なこと，があげられる。

調査結果―平均（表５参照）：表５は，全て

の調査協力夫妻について，妻の就業形態別に

３種類の収入労働時間を平均値でみたもので

ある。夫は計50時間前後の収入労働をして

9 学校教員の１週間の生活時間を調査した鷲谷

（2000）の研究は，調査方法論のユニークさにお

いて注目に値する。

10 生活時間調査（平日と休日の各１日）と不払残

業時間に関する調査（１週間）のそれぞれの回答

日および週は，調査期間中（10月１日～31日）

から調査協力夫妻に自由に選んでもらった。した

がって夫妻（共働き夫妻）によっては不払残業時

表4 世帯番号33の夫妻の基本的な属性

年齢 学 歴 職 業 2000年９月の収入 家族形態 子 供 住居形態

夫 44 専門学校・短大 専門職・技術職 35-50万円
核家族

長男11歳 小学校，
次男６歳 保育園

一戸建て
持ち家妻 39 専門学校・短大 専門職・技術職 35-50万円

出所：2000年世田谷生活時間調査

間に関する調査回答週が夫妻で異なる場合や，不

払残業時間に関する調査回答週に生活時間の回答

日が含まれない夫妻がいる。ここで例として選ん

だ世帯番号33の夫妻は，①ともに常勤で働く夫

妻，②不払残業時間に関する調査回答週が夫妻で

一致している，③不払残業時間に関する調査の調

査回答週の中に生活時間調査の回答日がふくまれ

る夫妻，という条件にあてはまる夫妻から試み的

に選んだものである。
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おり，所定外労働と不払残業をそれぞれ３

～７時間している。常勤の妻は，夫より５時

間短い46時間弱働いている。

以上，世田谷調査における不払残業時間の

事例と平均値から，政府統計による推計値や

組合調査などの結果をふくむ不払残業時間の

平均値は，時間帯や長さが個人によってかつ

働く日によって異なる多様な事例の平均であ

ることに気づかされる。したがって，平均値

による検討とあわせて，研究目的にあう属性

を備えた個々の事例についても検討すること

が有効である。また，生活時間との関係では

共働き夫妻の場合，夫の長い不払残業時間

（つまり長時間労働）が，夫妻の生活時間の

バランスを崩していること（夫自身の労働時

間以外の行動種類の貧弱さ，妻の一方的な家

事・育児負担，家族が揃う時間の欠如など）

がわかった。

2.6 小括

これまで見てきた1990年代から2000年代

前半までの不払残業時間における先行研究か

ら，日本社会全体のおおよその不払残業時間

の規模は，業種によってだいぶ異なるが，男

性雇用者１人平均で年間200～600時間，月

間10時間程度，女性雇用者１人平均で年間

100から300時間，月間５時間程度であろう

か。しかしこれはあくまでも雇用者１人平均

の値であり，雇用者の中には全く不払残業労

働をしていない者も３～４割程度（表３によ

る）存在する可能性がある。したがって，不

払残業労働をしている労働者だけで平均をと

れば不払残業時間はもっと長くなる。また，

正規雇用者よりも賃金や雇用期間などで労働

条件の劣るパートタイム労働者にも不払残業

時間（男性よりも女性に多い）が存在するこ

とが新たな事実としても問題の深刻さとして

も注目される。ただし，これら先行研究は推

計や小規模調査にもとづいているので，それ

ら数値は慎重に利用されなければならない。

また，世田谷生活時間調査から言えることは，

各労働者の不払残業をふくめた労働時間の長

さや時間帯は日によって異なり，これが当人

だけではなくその家族の日々の生活時間にも

影響を与えているということであった。

３．不払残業時間の実証的研究におけ

る今後の検討課題

以上の先行研究からわかるように，不払残

業時間をめぐっては統計による分析や調査研

究が断片的にしか行われていない。この最後

の節では，実証的な研究における今後の課題

を試み的に考える。その前にまず，実証的研

究をさらに進めあるいは新たな調査研究を実

施する上で，不払残業問題を理論的に押さえ

ておくことも必要なので，先行研究からその

論点を簡単にまとめておく。

表5 所定内，所定外，不払残業時間別週平均労働時間―2000年調査（時.分)

不払残業
夫妻（Ｎ) 所定内 所定外 合 計

職場で 自宅で

妻常勤世帯 夫 (35) 38.44 4.45 6.41 0.23 50.34

妻 (37) 41.13 2.35 1.35 0.23 45.45

妻パート世帯 夫 (32) 41.36 6.34 2.49 1.08 52.06

妻 (33) 21.03 1.35 0.05 0.00 22.42

妻無職世帯 夫 (48) 41.31 3.13 3.15 0.23 48.22

妻 (48) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

出所：2000年世田谷生活時間調査
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3.1 不払残業問題の理論的検討― 先行研

究からのまとめ

不払残業問題の深刻さと日本社会での広が

りとは対照的に，この問題発生についての構

造や背景・原因およびその歴史的検討をふく

めたより体系的で理論的な研究は筆者の知る

限りほとんどない。そこで理論的研究につい

て参考になる部分が多い本多・森岡編

（1993）を中心に ，以下でその論点を簡単

に紹介した後，筆者の考えを若干示す。

3.1.1 不払残業発生の原因について（本

多・森岡編1993,pp.60-65。以下，括弧内の

頁数は本多・森岡編1993を指す）：森岡によ

れば，サービス残業の受容と強要のメカニズ

ムは，①残業規制を欠いた労働基準法，②残

業規制に非力な労働組合，③長時間残業の恒

常化とサービス残業，④ホワイトカラーの増

大，⑤サービス残業を強いるノルマ経営，⑥

ずさんな労働時間管理，⑦日本的福祉制度が

生む会社人間，⑧軽んじられている自由時

間・余暇時間の価値，である。

また，川人によれば，サービス残業には３

類型―（ ）上司の命令にもとづいて残業し

ても賃金請求しない，（ ）命令もなく残業

して賃金請求もしない，（ ）管理職による

残業―があり，最も典型的なのは（ ）であ

るという（pp.183-184）。さらに，サービス

残業発生の直接的要因として会社の財政上の

理由＝残業予算枠を指摘し（pp.184-185），

サービス残業の背景として，①成果の見えに

くいホワイトカラー労働の性質が残業代を請

求しない方向に影響を与えている，②仕事場

が固定されないことによるサービス残業意識

の希薄化，③経済の国際化（世界中の為替市

場を利用することによる為替取引の24時間

化を例に挙げている）によるサービス残業の

広がり，を指摘する（pp.187-192）。最後に，

現代の経済・労働状況は労働基準法が制定さ

れた時期（一箇所一斉労働が典型的であった

工場労働が前提）とは大きく変化したので，

この諸変化にそくした政策の提起が必要であ

ると述べる（pp.192-193）。

3.1.2 賃金・労働時間制度の柔軟化と不払

残業・長時間労働（pp.73-80）：本多によれ

ば，不払残業を誘発する賃金制度として，①

出来高給，②年俸制，③管理職手当て，があ

げられている。①と②については，より高い

出来高や成果を達成するために労働者を自発

的に長時間働かせる圧力があり，不払残業を

生み出すとする。③については，所定外労働

時間の多寡に関わらず一律の管理職手当て

（一般には係長・課長以上）のみ支払われる

ことによる管理監督労働者の不払残業の発生

である。たしかに労基法上の管理監督者であ

れば労働時間や休憩・休息に関する規定は適

用されないが，問題は「管理監督者」の範囲

であると指摘する。管理監督者についての司

法解釈を引用した上で，一定額の管理職手当

てしか受けていない課長クラス以下の中間・

下級管理職者は司法解釈上の管理監督者とは

言えないので，時間外労働をした場合には残

業手当を支給しなければならないとする。

次に本多は，不払残業を誘発する労働時間

制度として，①労働時間の弾力化（変形労働

時間制，フレックスタイム制），②みなし労

働時間制（事業場外労働，裁量労働，研修・

接待など），をあげる。①の制度が導入され

ると従来の定時型労働時間制にくらべて時間

外労働の把握が複雑化するために，労働者自

身による無自覚的な不払残業の発生あるいは

それを見越した経営者側による意識的な不払

残業の利用があると指摘する。②については，

実際に働く時間にくらべてみなし制度上で通

常必要とされる労働時間（つまり実際に支払

われる賃金）は低く抑えられる傾向にあると

し，みなし時間を越えた部分が不払残業に相

当する。しかし一方で，みなし制度上それは

残業時間とはならず，したがって統計上にも11 最近では戸木田（2003）も参考になる。
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あらわれないと指摘する。

最後に，中丸（2003）によってごく最近の

裁量労働制の適用範囲拡大の問題が指摘され

ていることを紹介したい。2004年１月から

施行された改正労働基準法によって企画業務

型裁量労働制の規制が緩和された。緩和の内

容は，企画業務の範囲拡大と使用者の手続き

の簡素化である。これはホワイトカラー労働

者への全面的適用への布石であり，不払残業

時間の合法化と裁量労働制を口実とした不払

残業時間の拡大であると指摘する。

3.1.3 小括：以上でごく簡単にみてきた先

行研究の論点から明らかなことは，職場の労

働慣行や細かな賃金・労働時間制度に関わる

より具体的で実践的な問題から，グローバル

経済と関わるより大きな視点まで，不払残業

については多様な問題が関わっているという

ことである。森岡，本多，川人が主張するそ

れぞれの主張は引き続き吟味され，大小様々

な論点は整理される必要があるだろう。その

際に当然考えなければならない１つの視点は，

不払残業をふくむ長時間労働や過労死が広く

そして深く社会問題化する1980年代後半以

来，日本の社会・経済に起こっている大きな

変化との関わりである。1985年のプラザ合

意以降の円高不況を契機とする減量経営，生

産拠点の海外移転と国内産業の空洞化，バブ

ル経済とその崩壊をはさんで1990年代以降

の長引く景気低迷の中で，情報通信技術革命

による経済のグローバル化が加速する一方で

の企業による事業内容の再構築，正規雇用の

抑制と非正規雇用の増加，失業問題と雇用不

安の増大，等々の日本および世界経済におけ

る大変化と時を同じくして不払残業問題およ

び長時間労働・過労死問題が顕在化してきて

いるのは単なる偶然ではない。不払残業問題

に関わるこの間の一連の労働時間法制におけ

る規制緩和の動きもこのような大きな変化の

中で進行していると考えるべきであろう。

以上簡単ではあったがまとめてきた不払残

業をめぐる理論的な諸問題を念頭に置いた上

で，実証的な研究には今後どうなような課題

があるのか。最後にこの点について指摘した

い。

3.2 不払残業時間の統計による分析および

調査研究における今後の課題

第１に，不払残業時間の測定の問題である。

①不払残業問題を誘発しやすい労働時間制度

（変形労働時間制や裁量労働制など）や賃金

制度（年俸制や管理職手当てなど）の下に置

かれた労働者における働き方の実態把握が必

要であろう。このような労働者の働き方を調

べる統計データは少ないが，研究機関による

小規模調査研究が参考になる（連合総研

2001，社会経済生産性本部社会労働部編

2003）。②不払残業時間の線引きが単純にで

きないような労働時間に準ずるような活動の

増加である。企業の労働者に対する教育・訓

練費用の抑制とも関わって，自己啓発（英会

話や各種資格取得の勉強などがその例）と称

してそこに多くの時間が費やされている。ま

た，今日におけるホワイトカラー労働者や

サービス産業労働者などの増加によって，従

来のような一箇所一斉労働（典型的には工場

での生産労働）といった形態をとらない働き

方が増えることによって，労働時間の線引き

は単純でない場合が多くなった。このような

労働時間を不払残業との関係でどう見るかは

難しい問題である。③政府統計による不払残

業時間の推計方法にもさらに検討の余地が残

されている。前の点と関わっては，個人に対

する調査である「労調」で回答される労働時

間にも労働時間であるかどうかの判断が単純

にはできない時間が含まれうるので，注意が

必要である。また，不払残業時間についての

全国的な調査が存在しない以上，「毎勤」と

「労調」の調査方法の違いを可能な限り調整

した上での不払残業時間の推計を追及する必

要がある。④世田谷生活時間調査で明らかに
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なったように，日によって長さや時間帯の違

う不払残業時間をどのように分析するかとい

う問題である。労働者それぞれによって違う

長さや時間帯の特徴や傾向を見出すことは，

不払労働問題の実態解明についての何らかの

手がかりになると考えられる。しかし，個人

によって異なる長さや時間帯を明示的に分析

する方法はまだない。

第２に，研究者と労働・市民団体との連携

の重要性である。これは，既存の政府統計を

利用した分析では限界があり，また問題が絶

えず覆い隠されるという不払残業問題の性質

上，新たな調査研究を企画・実施する場合で

も，あるいは寄せられる労働相談の分析から

労働現場の状況に敏感になる意味においても，

労働・市民団体との交流は不払残業時間の実

証的研究にとって不可欠であろう。特に不払

残業時間について注目すべき市民団体として

は，大阪過労死問題連絡会メンバーが中心に

2001年６月から活動を開始した「労働基準

オンブズマン」がある。不払残業をふくめた

労働基準法違反行為に対する告訴・告発の協

力，労働相談，等の活動を行っている 。ま

た，北海道過労死問題研究会が2004年１月

６日に活動を開始した「サービス残業オンブ

ズマン」も注目される。不払残業を中心に広

く労働相談あるいは労基法違反に対する告

訴・通告の協力，等の活動を行っている 。

労働組織率20％を切る現在に至っては労働

組合による活動や調査研究をどのように評価

すべきは難しい課題であるが，不払残業に対

する組合の取組みの動向も見逃せない（例え

ば戸木田2003，連合2003）。

第３に，国際比較をふくめた地域の視点の

必要性である。具体的な地域の観察や地域間

の比較から不払残業問題をより深く理解でき

るからである。水野谷（2000，2001）は，年

間実労働時間および不払残業時間の国際比較

を試みたが，比較方法に重点があり表面的な

数字上の比較にとどまっているので，国際比

較統計の背後にある各国の労働慣行や制度あ

るいは歴史や文化の比較にまでさらに研究を

進めなければならない。また，日本全体の傾

向や国際比較と並行して，具体的な小地域，

例えば北海道の地域的特徴に注目した研究が

有効ではないだろうか。しかし，例えば北海

道において，研究目的にあった地域統計資料

がどの程度整備され，それを利用してどこま

での分析が可能か，そして足りないところを

どうやって実態調査するか，等の問題は今後

取り組まれるべき重要な検討課題であると思

われる。

12 労働基準オンブズマン（2002）は，不払残業を

めぐる問題を労働法の観点から具体例も交えなが

ら解説しており参考になる。

13 北海道過労死問題研究会事務局（たかさき法律

事務所，札幌市中央区）の集計によると，2004

年１月６日開始～５月末現在，相談申し込み件数

は57件で，その内訳は，通告済１件，通告予定

８件，残業代請求事件として受任３件，過労死事

件として受任１件，終了（面談，電話相談で終了，

本人依頼キャンセル）８件，その他（今後相談予

定，相談者からの連絡待ち，連絡不通）36件，

となっている。
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添付資料1 世帯番号33の夫における１週間の収入労働時間の回答例
(注：実際に回答された調査票を筆者が清書して再現した。出所：2000年世田谷生活時間調査)
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添付資料1 世帯番号33の夫における１週間の収入労働時間の回答例（つづき）
(注：実際に回答された調査票を筆者が清書して再現した。出所：2000年世田谷生活時間調査)
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添付資料2 世帯番号33の夫における平日の生活時間の回答例
(注：実際に回答された調査票を筆者が清書して再現した。出所：2000年世田谷生活時間調査)
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添付資料2 世帯番号33の夫における平日の生活時間の回答例（つづき）
(注：実際に回答された調査票を筆者が清書して再現した。出所：2000年世田谷生活時間調査)
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添付資料3 世帯番号33の妻における１週間の収入労働時間の回答例
(注：実際に回答された調査票を筆者が清書して再現した。出所：2000年世田谷生活時間調査)
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添付資料3 世帯番号33の妻における１週間の収入労働時間の回答例（つづき）
(注：実際に回答された調査票を筆者が清書して再現した。出所：2000年世田谷生活時間調査)
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添付資料4 世帯番号33の妻における平日の生活時間の回答例
(注：実際に回答された調査票を筆者が清書して再現した。出所：2000年世田谷生活時間調査)
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添付資料4 世帯番号33の妻における平日の生活時間の回答例（つづき）
(注：実際に回答された調査票を筆者が清書して再現した。出所：2000年世田谷生活時間調査)
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